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○救急業務の位置づけ

①救急業務の位置づけ

・ 昭和38年：救急業務の法制化（消防法第２条第９項）

・ 昭和61年：疾病等による傷病者の搬送と救急隊員による応急処置を明記

（消防法第２条第９項）

・ 平成３年：救急救命士法が制定

・ 平成21年：消防法の目的及び消防の任務に傷病者の搬送を適切に行うことを明記

（消防法第１条及び消防組織法第１条）

消防法（昭和23年法律第186号）
第２条 第９項

救急業務とは、災害により生じた事故若しくは屋外若しくは公衆の出入する場所におい
て生じた事故（以下この項において「災害による事故等」という。）又は政令で定める場合
における災害による事故等に準ずる事故その他の事由で政令で定めるものによる傷病
者のうち、医療機関その他の場所へ緊急に搬送する必要があるものを、救急隊によつ
て、医療機関（厚生労働省令で定める医療機関をいう。第７章の２において同じ。）その
他の場所に搬送すること（傷病者が医師の管理下に置かれるまでの間において、緊急
やむを得ないものとして、応急の手当を行うことを含む。）をいう。

救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について

(1) 救急業務の現状

○救急業務の定義
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救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について

(1) 救急業務の現状

②救急活動全体のフロー

救急事案発生

出動指令 出動

観察及び応急処置

通報

医療機関へ搬送

救急車に傷病者を収容後、応急処置を継続しながら医療機関へ搬送

傷病者の観察、応急処置を実施（救急救命士の
特定行為については、医師の具体的指示が必
要）後、搬送先医療機関を選定

救急隊の編成
：救急自動車1台及び救急隊員3人以上が原則
（消防法施行令第44条第１項）
（うち１名以上は救急救命士との努力義務）
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③救急救命士について

救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について
(1) 救急業務の現状

○救急救命士とは

＜救急救命士の応急手当の範囲＞
・ 救急救命士の資格を有する救急隊員及び准救急隊員は、応急処置等の基準に定めるもののほか、救急救命士法
の定めるところによる応急処置（救急救命処置）を行う。

＜救急救命処置＞
・ 救急救命処置には、医師の包括的指示によるものと、救急救命士法第44条第１項に規定する医師の具体的指示が
必要なもの（特定行為）がある。

・ 特定行為の前提条件として、医師が具体的な指示を救急救命士に与えるには、指示に必要な情報が医師に伝えら
れていることとともに、医師と救急救命士が常に連携を保っていることが必要。

・ 救急救命処置は、これまで、６回にわたり拡大。

救急救命士法（平成３年法律第36号）
第２条 この法律で「救急救命処置」とは、その症状が著しく悪化するおそれがあり、又はその生命が危険な状態にある
傷病者（以下この項及び第44条第２項において「重度傷病者」という。）が病院又は診療所に搬送されるまでの
間に、当該重度傷病者に対して行われる気道の確保、心拍の回復その他の処置であって、当該重度傷病者の症状の
著しい悪化を防止し、又はその生命の危険を回避するために緊急に必要なものをいう。
２ この法律で「救急救命士」とは、厚生労働大臣の免許を受けて、救急救命士の名称を用いて、医師の指示の下に、救
急救命処置を行うことを業とする者をいう。
第44条 救急救命士は、医師の具体的な指示を受けなければ、厚生労働省令で定める救急救命処置を行ってはならな
い。

○救急救命処置
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医師の包括的な指示（救急救命士のみに該当する）

医師の具体的指示

（特定行為）
省令で定める救急救命処置
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応急手当（一般人でも可能）

応急処置等（救急隊員）

救急救命処置（救急救命士）

応急処置等（准救急隊員）

※１ 心肺機能停止状態の患者に対してのみ行うもの
※２ 自動式のみ。手動式は、現場において、救急隊員と連携して活動する場合は准救急隊員も実施可能
※３ 現場において、救急隊員と連携して活動する場合は准救急隊員も実施可能

④応急処置と救急救命処置

救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について
(1) 救急業務の現状

4



メディカルコントロール（MC）体制

消防機関と医療機関との連携によって、①各種プロトコールの策定、②医師の指示、指導・助
言、③救急活動の事後検証、④再教育等により、医学的観点から、救急救命士を含む救急隊
員が行う応急処置等の質を保障する仕組み。

⑤メディカルコントロール（MC）体制について

救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について
(1) 救急業務の現状
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・ 構成員 ：都道府県消防主管部局・衛生主管部局、都道府県医師会、都道府県内の救命救急セ
ンターの代表者、都道府県内の消防機関等

・ 協議会数：全国に４７協議会（平成29年8月1日時点）
・ 役割 ：地域メディカルコントロール体制間の調整

地域メディカルコントロール協議会からの報告に基づき指導、助言 等

○都道府県メディカルコントロール（ＭＣ）協議会

○地域メディカルコントロール（ＭＣ）協議会

・ 構成員 ：都道府県消防主管部局・衛生主管部局、消防機関、郡市区医師会、救急医療に精通し
た医師等

・ 協議会数：全国各地域に２５１協議会（平成29年8月１日時点）
・ 役割 ：地域の医療機関と消防機関の連絡調整

業務のプロトコールの作成
医師の指示、指導・助言体制の整備
救急活動の事後検証体制の確保
救急救命士等の教育機会の確保 等



⑥救急需要の推移

○平成29年中の救急自動車による救急出動件数（速報値）は634万2,096件（対前年比13万2,132件増、2.1％増）

○平成29年中の救急自動車による救急搬送人員（速報値）は573万5,915人（対前年比11万4,697人増、2.0％増）

○平成29年中の救急出動件数（速報値）、搬送人員（速報値）はともに過去最多

救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について

(1) 救急業務の現状
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（注）１ 平成29年の救急出動件数、搬送人員は速報値
２ 平成28年以前の救急出動件数、搬送人員は確定値



○平成29年中の救急自動車による搬送人員の内訳を年齢区分別にみると、高齢者は337万1,054人（58.8％）、成人は188万3,785人
（32.8％）、乳幼児は26万5,223人（4.6％）など（速報値）

○年齢区分別の搬送人員の推移をみると、高齢者の割合は年々増加

（注）

１ 端数処理（四捨五入）のため、
割合の合計は100％にならない場
合がある。

２ 平成９年の年齢区分別の搬送
人員については、傷病程度が判明
したもののみを計上している。

３ 年齢区分の定義
新生児：生後28日未満
乳幼児：生後28日以上満７歳未満
少 年：満７歳以上満18歳未満
成 人：満18歳以上満65歳未満
高齢者：満65歳以上の者

救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について

(1) 救急業務の現状

⑥救急需要の推移
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(2)  救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対応の現状

①傷病者の家族等から本人の心肺蘇生の中止の意思を示される事案

救急現場において、傷病者の家族等から本人の心肺蘇生の中止の意思を示される事案が生じており、一
刻を争う差し迫った状況の中、救急隊が蘇生処置の中止及び救急搬送の判断に苦慮することが課題と
なっている。

救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について

医療機関へ搬送するべきか？応急処置を実施するべきか？

本人は心肺蘇生を
望んでいません。

一刻を争う状況

本人の意思に従うべきか？

家族

救急隊は直
ちに判断す
る必要があ
るが・・

救急現場

○救急隊員の１７％が傷病者本人がリビングウィル等の書面によって心肺蘇生を希望しな
い意思を示した心肺停止事例を経験。（全国の救急隊員295名に対してアンケート調査）
「救急医療体制の推進に関する研究（救急業務における心肺蘇生の開始、中止に関わる現状に関するアンケート調査結果）」
（平成25年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業））

○各消防本部においてＤＮＡＲを表明している傷病者への救急隊の対応が異なっている。
「救急医療体制の推進に関する研究（消防本部における傷病者等が救命処置を希望しない場合の心肺蘇生の実施についての状況調査報告書）」
（平成27年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業））

8



②救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対応の現状

救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について
(2) 救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対応の現状

9

○平成28年中の「70歳以上の心肺機能停止傷病者」において、事故発生場所は「住宅」、「高齢者施設」が
約９割を占めている。

○ＤＮＡＲプロトコルの策定状況については、約８割の都道府県ＭＣ協議会及び地域ＭＣ協議会が、「策定
していない」と回答。

（消防庁調べ）
※ 平成29年８月１日現在

（消防庁調べ）

※ 高齢者施設：老人ホーム、老人保健施設等

※



(2) 救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対応の現状

③救急現場における心肺蘇生を望まない傷病者への対応に関する最近の動向

救急業務の現状と心肺蘇生を望まない傷病者への対応について

○ 「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」
（平成30年改訂 厚生労働省）

・ 人生の最終段階における医療・ケアのプロセスの在り方について、近年の高齢多死社会の進行に伴う在宅や
施設における療養や看取りの需要の増大を背景に、地域包括ケアシステムの構築が進められていることを踏
まえ、また、近年、諸外国で普及されつつあるＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の概念を盛り込み、医療・
介護の現場における普及を図ることを目的に改訂を行ったもの。

○ 「人生の最終段階にある傷病者の意思に沿った救急現場での心肺蘇生等のあり方に関する提言」
（平成29年 日本臨床救急医学会）

・ 傷病者が心肺蘇生等を希望していない旨を現場で伝えられた場合に、救急隊がどのように対処すべきかに
ついての基本的な対応手順等を学会として取りまとめたもの。

○ 平成28年度消防庁消防防災科学技術推進制度「地域包括ケアシステムにおける高齢者救急搬送
の適正化及びＤＮＡＲ対応に関する研究」（研究代表者 伊藤重彦）

・ 介護施設における心肺停止時のDNAR対応に関する提言として、「事前指示書の効力が続いていることを担保
するためには、適切な医師による的確なDNAR指示が重要である。」等を提言。

・ 介護施設における心肺停止時のDNAR対応マニュアルを作成。

医療

救急現場
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将来人口の推移
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各年10月1日現在人口.平成22(2010)年までは,総務省統計局『平成22年国勢調査による基準人口』(国籍・年齢｢不詳人口」をあん分補正した人口）による.2015年以降は国立社会保
障・人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成24年1月推計)出生中位(死亡中位)推計」を基に日本看護協会にて作成

65歳以上人口のピーク
（2042年）：3,878万人

高齢化率のピーク
（2083年）：41.3%

(％)(人)

2025年には、
団塊世代が75歳以上に

11

○日本の人口は人口減少局面を迎えており、2060年に総人口は9,000万人を割り込み、高齢

化率は40％近くになる。

（厚生労働省作成資料） 参考



出典：2015年以前は厚生労働省「人口動態統計」による出生数及び死亡数（いずれも日本人）
2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年4月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果

(千人) 死亡数の将来推計
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○ 今後も、年間の死亡数は増加傾向を示すことが予想され、最も年間死亡数の多
い2040年と2015年では約39万人/年の差が推計されている。

推計

（厚生労働省作成資料） 参考
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出典：平成24年度 高齢者の健康に関する意識調査（内閣府）

■治る見込みがない病気になった場合、どこで最期を迎えたいか (n=1,919 人)

○ 最期を迎えたい場所について、「自宅」が54.6％で最も高く、「病院などの医療

施設」が27.7％、「特別養護老人ホームなどの福祉施設」は4.5％となっている。

（厚生労働省作成資料） 参考
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